
 

 

１ .京都市桂授産園の管理運営（案） 

 

１  就労移行支援事業・就労定着支援事業 

 

（１）総括 

今年度は指定管理更新の初年度で、就労継続支援 B 型事業との多機能型事業所と

して運営することとなったため、就労移行支援の定員は半分の 10 名となった。年度

当初から利用者 11 名でスタートし、通年での目標の稼働率 100％を達成することが

できた。また令和 6 年度中に就職した利用者は 2 名にとどまったが、報酬算定上の

実績（令和 5 年 10 月 2 日～令和 6 年 10 月 1 日）は 4 名であり、目標としていた算

定区分（利用定員に対しての就職者の割合）である 3 割以上 4 割未満を維持するこ

とができた。さらに、令和 7 年度の実績としては、すでに 4 名以上が就労につなが

る見込みであるため、令和 8 年度はさらに上の区分である 4 割以上 5 割未満の区分

が現実的になっており、財政状況としても大きく改善できる見通しとなった。 

作業プログラムとしては、徒歩で行くことができる施設外就労先として西京都病

院での作業が試行的に開始するなど進展があった。下請け等の作業についても充実

しているが納期に追われ、煩雑になることもあることから作業プログラムとしての

視点と工賃の財源確保の観点でもより良い作業の確保と整理と発展を目指していく

。 

就労定着支援においては、１名の方が退職となったが、次年度も今年度と同じ報

酬区分（９割以上 9 割 5 分未満）を維持できた。収入面でも昨年度を上回り、利用

者に必要な支援は行うことができていると考えている。 

 

（２）職員体制＜常勤換算＞ 

   所長 1 名、主任 1 名、サービス管理責任者 1 名（移行・B 型・定着兼務）、 職員 2

名(うち補助職員 2 名) 

   ＜就労支援員 0.8 名、生活支援員 1.2 名、職業指導員 0.8 名、就労定着支援員 0.2 

名＞ 

   

（３） 利用者の状況       

① 在籍人数 12名 令和 6 年度末現在  【定員数 10 名】 

現員 12 名 開所日数 256 日 延べ人数 2663 人 稼働率 104.2％ 

新規通所利用者 4 名  退所者 3 名  

（就職 2 名※内 1 名トライアル雇用から本採用、当事業所の B 型へ転籍 1 名） 

② 年齢別人数                   ③ 利用者障害種別 

（歳） ～19 ～29 ～39 ～49 ～60 計 

 

障害名 人数 

知的障害 11 名 

精神障害（発達障害）  1 名 

身体障害  0 名 

 男性 0 5 3 0 1 9人 

  女性 0 2 1 0 0 3人 

   計 0 7 4 0 1 12人 



 

 

④居住区別人数                                                     

北 上京 左京 中京 東山 山科 下京 南 右京 西京 他 計 

2 0 0 0 1 0 0 0 4 3 2 12 

 

（４） 重点方針及び事業内容 取組結果 

①  利用者の企業実習・就労の実施 

・ 令和 6 年度 就職者数 2 名 （※R5 年度 8 名） 

※報酬算定上の令和 6 年度の実績 4 名（令和 5 年 10 月 2 日〜令和 5 年 10 月 1 日） 

                （※R5 年度 5 名） 

・ 企業体験実習  10 件 6 名 （※R5 年度 8 件 5 名） 

グループ実習  1 件 4 名  

・ 雇用前企業実習 9 件 5 名（※R5 年度 14 件 10 名） 

・ 就労準備セミナー等の参加 2 件 11 名 （R5 年 3 件 12 名） 

・ 企業見学 6 件 15 名 （R5 年度 6 件 7 名） 

・ Ａ型体験実習 0 件 0 名 ／ 職業評価 0 件 0 名 

・ 令和 6 年 3 月末時点での利用期間 

1 年目の利用者 4 名／ 2 年目の利用者 3 名／ 3 年目の利用者 5 名 

退所時の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 3 月末時点で、標準利用期間（2 年）を超過している利用者は 5 名在籍

しているが内 1 名は令和 7 年 4 月に就職が内定、2 名が雇用を見据えた実習、面接

をそれぞれ予定している。その他、雇用を見据えた実習で雇用につながらずに就労

移行支援の利用期間が終了する利用者が 1 名いるが、本人と家族が希望されたこ

とから、令和 7 年度の 4 月より併設の就労継続支援 B 型に転籍し、引き続き就労

支援を行う予定であり、多機能型の事業所なったことで個々の希望や目標に沿っ

て状況や体調面等に考慮しつつより手厚い就労支援ができるようになった。 

 

② 就労支援内容、授産活動の整備 

今年度も業務委任契約の谷口氏と連携し企業開拓を実施した。今年度からは利用

定員が半分になったが、京都障害者就業・生活支援センター、業務委任契約の谷

口氏との連携により、多くの実習の機会を提供し、特に OB の就職先を含め、企業

見学を積極的に行うことで利用者にとって希望する仕事の選択のための判断材料

  R1 R2 Ｒ3 R4 R5 R6 

就職 5 2 7 3 8 2 

A 型  1 1 1 1 0 0 

B 型  3 0 1 0 0 1 

在宅 1 0 0 0 0 0 

その他 3 1 1 0 0 0 

合計 13 4 10 4 8  



 

 

の提供や就労意欲の向上につながったと考えている。 

座学については個別の対応には力を入れ、履歴書の作成などについて一定の成

果が出たものの、全体のプログラムとして計画的に行うまでにいたっておらず、    

次年度以降も継続的な課題である。 

利用者向け外部セミナー等については就業・生活支援センター等主催のセミナ

ーに多くの利用者が受講された。桂授産園に出張してのセミナーも実施していた

だいた。ジョブパークのセミナーについては参加者がいなかったが、職員からの

提案や同行など積極的に行ってきたい。 

桂授産園の授産活動の課題である作業収入については柴橋商会が年度途中より

施設外就労として本格的に始動したが、その他の期待していた企業から受注でき

なかったこともあり、昨年度と同じ程度にとどまった。しかし利用者数は増えた

ため工賃支出が増えたことで次年度は収入面が大きな課題となる見込みである。

食品関連の作業プログラムについて検討はしてきたが、作業環境面と職員体制面

からも現時点では現実的でないため、次年度は近隣の西京都病院での施設外就労

（令和 6 年度 3 月より試行的に開始）を軌道に乗せることで改善を目指していく

。さらに納期に追われず事業所のペースでできる作業を確保することで作業面の

安定も進めていく。 

工賃支給状況 （円） 

工賃（1 時間）120 円  ※ただし令和 6 年度の収入は就労継続支援 B 型事業との合算 

 

➂ 職場定着支援の充実 

就労定着支援については今年度 13 名でスタートした。年度中に 1 名が 3 年の期 

限を終え（その後も就労継続中）サービスを終了し、1 名が退職により終了。新

たに 4 名と契約し令和 6 年 3 月末時点では 15 名に支援をおこなっている。1 名の

利用者が退職した以外は定着しており、令和 7 年度の定着支援の報酬区分は、定

着率９割以上９割５分未満の区分を維持できた。（93％） 

今年度も OB 会を開催することができた。また活気会（3 月）を 6 年ぶりに開催

し、OB への表彰を行い、現在の利用者も多く参加され、好評であった。次年度も

定着に関わる行事等も含め継続・発展・充実させていきたい。 

 

➃ 危機的財政状況への対応 

今年度は報酬の算定区分が昨年度までの就職者数の実績により上がったことに 

    加え、報酬改定により報酬単価が上がった。このことで就労移行支援の定員が半 

分となったが、昨年度と同程度の収入となった。また稼働率は定員が半分になっ 

たこともあるが、通年で 100％を達成した。さらに就労継続支援 B 型との多機能 

型として運営し利用者確保もほぼ計画通り推移したことから、令和 7 年度は黒字 

の予算を作成することができた。さらに令和 7 年度の報酬算定上の就職者実績は 

 工賃支給総額 就労支援事業収入 平均収入月額 

Ｒ6年度 1,865,280円 4,770,756円 397,563円 

Ｒ5 年度 2,461,190 円 4,924,427 円 410,368 円 



 

 

令和 6 年度 3 月末時点で、4 名以上を見込んでおり、令和 8 年度の報酬区分はさ 

らに、一つ上げられる見込みである。これらのことから次年度は危機的財政状況 

から脱却できるものと考えている。 

 利用者数の確保の課題については、「全員が就職を目指すための就労継続支援 

Ｂ型」との多機能型事業所というコンセプトが支援学校の生徒や保護者のニーズ 

に合致したことで良い方向に進んでいると考えられる。今後、丁寧に利用者一人 

ひとりに合わせた就労支援を行い、実績を出すことで、継続的に安定した事業運 

営につなげたい。 

 

・ 利用希望者等に向けた実習 

  紹介経路：障害者就業・生活支援センター（京都 1 名）：1 件  

      ：西総合支援学校  1 件 

      ：他事業所 1 件  

      ：相談支援事業所 2 件 

      ：その他：3 件           計 8 件 

・ 福祉体験実習 

 向日が丘支援学校（2 年生）1 件 

 京都府立聾学校（2 年生）1 件 

・ 施設見学 

西総合支援学校 生徒・保護者・教員：2 件 計 10 名 

              教員研修：1 件 計 6 名 

  ⑤ 地域に根ざした事業所づくり 

     桂授産園の近隣で、かつ公用車を使用せずに実施できる施設外就労先の開拓と

して、西京都病院と令和 4 年度から協議等をおこなってきたが、令和 6 年度 3 月

より 試行的に清掃作業をさせていただくこととなった。令和 7 年度には契約を

締結し軌道に乗せたい。 

    その他の取り組み状況については下記（5）⑤および（8）に記載。 

⑥ 業務継続計画（BCP）に基づき、災害時や感染症まん延時の対策を的確に行う 

  手洗い、うがいに加え、事業所内では５類移行後もマスクの着用、消毒、検温、

体調観察等の徹底により、集団感染はなく、事業を安定して継続することができ

た。また BCP、消防計画、水害時の避難確保計画等に基づき、訓練を実施した。

しかし BCP の計画通りの備蓄ができておらず、次年度は、備蓄のスペース確保か

ら行い、計画を推進していく必要がある。また人事異動等もあることから次年度

以降も、定期的に見直しをおこない改善点があれば修正をおこなう。 

（５）情報 

① 情報発信、開示の状況 

移行支援事業所説明会や見学者に向けての事業所の説明資料やパンフレットを 

更新した。また事業所のスマートフォンで OB との連絡を取ることなど利用者に 

よって工夫をおこなっている。 

施設に見学に来られた方やご利用者に向けた掲示物はコーナーを作り、貼り方



 

 

や見せ方を工夫してきたが、さらにより良いパンフレットや資料等の作成をして

いく必要がある。 

 

② 見学者、支援学校生徒、保護者向け事業所紹介資料の更新 

今年度も企業実習やＯＢの定着支援の様子を貼り紙やパワーポイントの資料を  

使用し、見学者や来館者にも事業所の取り組みについてわかりやすく知って頂 

けるよう心がけた。また内容を随時更新している。桂授産園を PR する動画につ 

いては、予算上今年度も見送った。しかし B 型の PR も含め、導入について次年度 

も検討は続け収支が安定すれば、作成していく。 

③ 利用者満足度、苦情解決の把握 

   利用者満足度調査は実施していないが、毎月利用者会議を実施することに加え 

  事前に要望などを書き込むことができるシートを配布することにより、タイム 

  リーに利用者の意向や、要望に応え、満足度を高めるように取り組んだ。さらに第 

三者委員の面談や、業務委任の谷口氏など、外部の方との面談していただく機会を 

作った。 

④ リスクへの対応 

公用車の運転者のアルコールチェック、職員と利用者と一緒に公用車の点検を 

   行うことで安全面への意識を高めた。R6 年度も京都市桂授産園としては無事故・ 

無違反を達成した。 

ヒヤリハットは、毎月の職員会議で共有するほか、直ちに共有すべき内容につ  

   いてはすみやかに朝礼等で共有するなどして再発防止を心掛けた。 

虐待防止については計画に基づきチェックリストの活用や研修を実施すること 

に加え、昨年度に引き続き全職員が持ち回りで、職員会議内で虐待防止について 

の研修や、話題提供を実施することで、防止への意識を高めている。また企業や 

外部の見学者など積極的に見学を受け入れ風通しの良い職場づくりを進めた。 

（６）育成 

① 実習やボランティアの受け入れ 

京都就業・生活支援センターからの依頼で社会福祉士の実習生を、京都市桂授

産園で多機能型の事業所として 3 日間受け入れている。 

支援学校からは進路の検討のために実習など 2 年生も含め積極的に受け入れた。 

また支援学校の教員研修も受け入れている。 

② 職員育成 

・ 京都市の職場実習のコーディネーターを今年度も受託している。  

・ 補助職員が１名、令和 5 年度就業支援研修（全 3 日）を受講 

・ 京都市スキルアップ研修 補助職員 2 名が受講 

  ・ 福祉現場のマナーの心得研修（オンデマンド）に補助職員１名が受講 

・ 京都市就労移行支援事業所ネットワークの例会に 2 名の職員が参加 

 

（７）地域との交流・連携の状況 

  ① 今年度は、桂徳まつりについて令和元年以来ようやく参加することができた。

ヨーヨー釣りのブースで出店し、地域の小学生たちが述べ２５６人来ていただい

た。 



 

 

今後も地域のニーズも把握しながら、作業や取り組みの中で連携できることを

探り発展させていきたいと考えている。 

② 公益的な取り組みとして 2 階の休憩室を活用し、利用者と地域住民の方に向け 

て防災セミナーを実施する予定にしていたが、具体的な計画等が行えておらず今 

年度も実施できていない。 

                                              

（⒏）施設設備の状況（修繕、備品等購入含む） 

 ・ 築３５年を超えて外壁の劣化が進んでおり、大規模修繕を要望してきた。結果、 

京都市から、令和７年度中に実施見込みであるとの連絡があった。 

その他 

２階の休憩室・更衣室・面談室の床についても老朽化が進んでいるため京都市と 

  協議を行っている。 

 ・ 全館の照明の LED 化について京都市と協議を進めてきたが、蛍光灯の製造が終了 

するまでは実施しないとの回答があった。また京都市が工事を実施した場合、その 

LED 化により下がった電気料金相当を事業所に負担を求める方向で内部で協議され 

ているとの連絡が京都市からあったため、事業所負担で実施した。 

・ 公用車キャラバン①の買い替えについては、計画通り実施しシエンタを購入。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

2 就労継続支援 B 型事業 

（１） 総括 

就労継続支援 B 型事業としては初年度であり、指定管理者の候補者として選定

（令和 6 年 1 月）されてからの利用者確保となったことから、令和 6 年度は通年

での稼働率目標を 55％と設定した。計画では年度末には登録者数を 8 名まで増や

し、支援学校からの卒業生を迎え、令和 7 年度 4 月から 100％の稼働率とする目

標を立て事業運営を行った。結果としては利用者の転居や就職もあり目標には届

かなかったものの、概ね計画通りに推移し 50％台に乗せることができた。さらに

「将来的には全員就職を目指すための就労継続支援 B 型事業」という当事業所の

コンセプトが支援学校の卒業生（保護者）のニーズともマッチし、令和 7 年度 4

月から 3 名の就労継続支援 B 型の利用希望があり、令和 7 年度は 100％のスター

トが切れる見込みとなった。また移行支援事業所と一体的に運営をすることでよ

り効果的な就労支援が行えるようになった。次年度以降はさらに作業プログラム

等も含めて整理し発展することを目指す。 

（２）職員体制＜常勤換算＞ 

  所長 1 名、サービス管理責任者 1 名（移行・B 型・定着兼務）、職員 3 名(うち補助職

員 1 名、非常勤職員 1 名) 

  ＜管理者 1 名（移行・B 型・定着兼務）、生活支援員 0.8 名、職業指導員 1 名、目標 

工賃達成指導員 1 名＞ 

                           

（３）利用者の状況       

① 在籍人数 6名  令和 6 年度末現在  【定員数 10 名】 

開所日数 256 日 延べ人数 1288 人 稼働率 50.7％ 

新規通所利用者 5 名  退所者 2 名 （就職：1 名、転居 ：1 名） 

 

②年齢別人数                      ③利用者障害種別 

（歳） ～19 ～29 ～39 ～49 ～60 計 

 

障害名 人数 

知的障害 6 名 

精神障害（発達障害）  0 名 

身体障害  0 名 

 男性 2 2 1 1 0 6人 

  女性 0 0 0 0 0 0人 

   計 0 2 1 1 0 6人 

④居住区別人数                                                     

北 上京 左京 中京 東山 山科 下京 南 右京 西京 他 計 

1 1 0 1 0 0 0 0 0 3 0 6 

 

（４）重点方針及び事業内容 取組結果 

① 利用者の企業実習・就労の実施 

・ 令和 6 年度 就職者数 1 名 ※ただし 3 月就職のため 6 月は経過していない。 

・ 企業体験実習 グループ実習  1 件 3 名  

・ 雇用前企業実習 1 件 1 名 



 

 

・ 就労準備セミナー等の参加 1 件 2 名  

・ 企業見学 1 件 1 名 

 

② 就労支援内容、授産活動の整備 

       就労移行支援事業所と一体的に運営を行うことで、より実践的な多くの作業を提 

供することができた。今後はさらに多様な利用者に対応できるよう必要に応じて、 

就労継続支援 B 型の利用者に向けての作業開拓も検討していく。 

 その他、グループ実習や就労準備セミナーに参加する機会を提供したが、次年度 

も積極的に計画していくようにする。（その他就労移行支援事業所参照） 

 

  工賃支給状況 （円） 

工賃（1 時間）100 円  ただし令和 6 年度の収入は就労移行支援 B 型事業との合算 

 

③ 利用者確保（稼働率 55％ ※年度末時点での目標登録者数８名） 

   令和 6 年度は就労継続支援 B 型事業としては初年度となり、４月は当事業所

の就労移行支援から転籍した１名の利用者と、支援学校を卒業された利用者の

３名からのスタートであった。就業・生活支援センターや地域生活支援センター

、計画相談事業所等からの紹介もあり、稼働率は 50.7％と目標の 55％に届かな

かったものの概ね計画通りに推移したことに加え、「就職を目指すための就労継

続支援Ｂ型事業所」という事業所のコンセプトが支援学校の生徒と保護者のニ

ーズと合致したことで年度内に定員数の充足の目途がついた。そのため令和７

年度は４月から稼働率 100％を想定し、事業所全体では黒字の予算を作成するこ

とができた。さらにすでに就労継続支援Ｂ型から１名就職された利用者がいる

ことから、令和８年度は就労移行支援体制加算を取得できる見込みであり、令和

７年度の実績により収支は大きく改善できる見込みである。（その他 就労移行

支援参照） 

・ 利用希望者等に向けた実習 

  紹介経路：障害者就業・生活支援センター（京都 2 名）：2 件  

      ：相談支援事業所 1 件 

 ：西総合支援学校  2 件 

      ：東山総合支援学校  1 件 

      ：その他：0 件   

                   計 6 件 

・福祉体験実習  ※就労移行支援事業に同じ 

・施設見学    ※就労移行支援事業に同じ 

  ④ 地域における公益的な取り組み 

    ※就労移行支援事業所の記述（７）②参考 

 工賃支給総額 就労支援事業収入 平均収入月額 

Ｒ6年度 760,200円 4,770,756円 397,563円 

Ｒ5 年度  4,924,427 円 410,368 円 



 

 

⑤ 業務継続計画（BCP）に基づき、災害時や感染症まん延時の対策を的確に行う 

  ※就労移行支援事業所の記述参考 

（５）情報 ※就労移行支援事業所の記述参考 

（６）育成 ※就労移行支援事業所の記述参考 

（ 7 ） 地 域 と の 交 流 ・ 連 携 の 状 況  ※ 就 労 移 行 支 援 事 業 所 の 記 述 参 考        

（８）施設設備の状況（修繕、備品等購入含む）※就労移行支援事業所の記述参考 

 

3 指定特定相談支援事業 

  職員体制 

 (管理者 1 名 常勤兼務)、相談支援専門員（2 名いずれも常勤兼務） 

  現在 18 名の利用者について計画相談を行っている。 

（就労移行 0 名、就労定着 13 名、福祉就労 5 名） 

新規の移行支援事業所及び、就労継続支援 B 型事業所の利用者に対しては外部の

計画相談事業所に積極的に依頼している。定着支援においては一般就労をされてい

る利用者となるため、契約や面談が可能なタイミングが限定されることが多いため

、他の計画相談事業所に依頼をしにくい状況がある。結果、ほぼすべてが定着支援事

業の利用者となっている。職員の体制のことなども踏まえ、就労移行支援や就労継

続支援、就労定着支援の支援に集中できるように、基本的にはほとんどのケースを

他の事業所につなぎ、当事業所では、緊急性がある場合や、特別な事情があるケース

を除き、引き継いでいく方向である。 

                                    以上 




















